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COP会場はどんな様子？

COP29会場：バクースタジアム
出典：COP29ウェブサイトを基にWWFジャパン作成

ブルーゾーン

• UNFCCC公式の会議、交渉、サイ
ドイベント、記者会見等が行われ
る。

• 各国政府や国際団体等のパビリオ
ンが並ぶ。

• 入場にはUNFCCCによる事前の承
認が必要。

グリーンゾーン

• 企業、都市、若者、先住民族コ
ミュニティ、市民、NGOなどの非
国家アクターがブース出展やイベ
ント開催する。

• 入場に事前の承認は不要。
参加登録者数は
3.2万人以上！

https://cop29.az/en/conference/cop29-venue


5

とにかく広い会場

©WWFジャパン
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いたるところに非国家アクター



7

無数に並ぶパビリオン

©WWFジャパン
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COPと非国家アクターの関わり

リマ・パリ行動
アジェンダ

ハイレベル気候行動チャンピオン

世界気候行動のためのマラケ
シュパートナーシップ

改善された世界気候行動のためのマラケシュパートナーシッ
プ

年鑑
気候野心連盟

非国家アクターの
後押しを本格的に

COP21決定で
2016-2020に指名

ハイレベルチャンピオンによる方針

出典：UNFCCC、Race To Zero等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

世界気候行動ポータル（NAZCA）
: データベース

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2021 2022 2023 2024 2025

COP20 COP21 COP22 COP23 COP24 COP25 COP26 COP27 COP28 COP29  COP30

2025年まで延長

COP25決定



9

COP29 各日のテーマ

11月11日 11月12日 11月13日 11月14日 11月15日 11月16日

(月) (火) (水) (木) (金) (土)

COP 開会 世界リーダーズ気候行動サミット 金融・投資・貿易
エネルギー／平
和・救済・復興

科学・技術・イノ
ベーション／
デジタル化

MP
世界気候行動ハイ
レベルイベント

金融
エネルギー／レジ

リエンス
産業

11月17日 11月18日 11月19日 11月20日 11月21日 11月22日

(日) (月) (火) (水) (木) (金)

COP 休息日
人間開発／子ど
も・青少年／健康

／教育
食糧・水・農業

都市化／交通／
観光

先住民族／ジェン
ダー平等／自然と
生物多様性／海洋

と沿岸地帯

最終交渉

MP 土地利用／水 人間居住／交通

海洋と沿岸地帯／
世界気候行動ク
ロージングイベン

トイベント

COP:議長国テーマ／MP：マラケシュパートナーシップテーマ
出典：UNFCCC、COP29のウェブサイトを基にWWFジャパン作成
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インテグリティあるネットゼロの国際基準

ネットゼロ宣言のあり方 – 10の提言

1. ネットゼロ宣言

2. ネットゼロに向けた目標の設定

3. ボランタリー・クレジットの活用

4. 移行計画の策定

5. 化石燃料の段階的廃止と再生可能エネルギーの拡大

6. ロビー活動とアドボカシー活動の整合

7. 公正な移行における人と自然

8. 透明性と説明責任の向上

9. 公正な移行への投資

10. 規制導入の加速に向けて
出典：日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）日本語版

https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
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ネットゼロ宣言・行動の集約・公開

出典：UNFCCC、Race To Zero等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

UNFCCC
ネットゼロ関連の
連合・イニシアティブ

提言に沿ったネット

ゼロ宣言、移行計画、

進捗報告

非国家アクター

ネットゼロ宣言、移

行計画、進捗報告の

集約

標準化されたテンプ
レートで世界気候行
動ポータルにデータ
を集約し、公開

UNFCCC 認知と説明責任の枠組 / 実行計画草案

https://climateaction.unfccc.int/
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ネットゼロ基準を実現する規制の加速

出典：UNFCCC、Race To Zero、PRI等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

：提言書の実践に資する政策や規制を推進

立ち上げ

ネットゼロ政策に関するタスクフォース

COP27 COP28 COP29

理事会と専門家
メンバー決定

✐G20諸国のネッ
トゼロ政策に関す
る報告書発表予定

ネットゼロ基準づくり ネットゼロ基準の浸透と情報公開

ネットゼロ基準を実現する規制の加速

https://climateaction.unfccc.int/


今日の内容

14

と非国家アクター

インテグリティあるネットゼロ宣言の追求

度目標と整合する政策を求める非国家アクター



15

世界の企業が脱化石燃料を政府に求める

出典：We Mean Business Coalitionウェブサイトを基にWWFジャパン作成

Fossil to Cleanキャンペーン

• 各国政府に対し、化石燃料の段階
的廃止とクリーンエネルギーへの
移行を要請する書簡を発出

• 年間売上高1.6兆ドル以上の企業
260社以上が署名

• 日本からはソニーグループ、いち
ごブルームが賛同

https://www.wemeanbusinesscoalition.org/fossil-to-clean/
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企業グループが野心的で投資を加速する を要請

出典：We Mean Business Coalitionウェブサイトから情報を抜粋しWWFジャパン作成

We Mean Businessが企業らとまとめた提言の３つの柱

- G20諸国をはじめとする政府に対するCall to Action -

民間部門のポテンシャルを最大限に引き出すNDCを実施するための明
確かつ一貫性のある政策枠組みの策定
• 国家レベルの戦略と計画、および政府横断的な機関。
• イノベーションと展開を含むセクター固有の政策。
• 政策と実施に関する国際調整。

企業との透明かつ包括的な対話を実施し、 NDCプロセスのあらゆる段
階で企業やその他の影響を受ける利害関係者に不可欠な役割を創出
• NDC の内容について企業やその他の利害関係者と徹底的に協議。
• 実装のためのソリューションをビジネスおよびその他の関係者と共同で作成。
• 公正なネットゼロ移行への支援拡大のための効果的な報告及びコミュニケーション戦略。

野心的で1.5℃目標に沿ったNDCの提出
• ネットゼロへの公正かつ包括的な道筋を設定し、国の生物多様性戦略および行動計画と

統合された経済全体の目標。
• クリーンエネルギーとエネルギー効率の向上、削減対策のない化⽯燃料の段階的廃⽌、

森林破壊と森林劣化の阻⽌と回復などを含むセクター固有の目標。
• ⺠間投資を拡大する政策を実際に実施するための明確な約束。

https://www.wemeanbusinesscoalition.org/fossil-to-clean/
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2024年気候危機に関する政府への世界投資家声明

民間部門の投資を加速する効果的なあらゆる政策を求める

• 1.5度目標に整合する2030年、2035年目標

• 適切な範囲で時間の経過とともに上昇する
強力な炭素価格設定メカニズム

• 化石燃料の段階的廃止に向けた計画と目標
の確立、再エネ促進のための電力部門改革

• 自然、水、生物多様性への取り組み

• 気候関連の情報開示の義務化

• 新興国・途上国への投資促進 など

出典：https://theinvestoragenda.org/focus-areas/policy-advocacy/sign-on/

日本の投資機関10社以上が賛同。COP29で
新たな賛同リストが公表予定

https://theinvestoragenda.org/focus-areas/policy-advocacy/sign-on/
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都市のリーダーによる 策定への関与

CHAMP：高い野心のマルチレベルパートナーシップ連合

• 日本を含む74か国が参加し、COP28で発
表（世界人口の34%、世界GDPの58%、
世界排出量の36%）

• NDCをはじめ、国家適応計画、生物多様
性国家戦略などの計画、資金調達、実施、
監視において国と地方政府が共に進めて
いくことを誓約

• 2024年9月のクライメートウィークNYC
期間中、誓約事項のひとつであるハイレ
ベル政策対話が実施。

• これを受けてCOP29で都市化と気候変動
に関する閣僚会合が開催予定

出典：https://www.wri.org/initiatives/coalition-high-ambition-multilevel-partnerships-champ

https://www.wri.org/initiatives/coalition-high-ambition-multilevel-partnerships-champ
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日本の非国家アクターも野心的なNDCを求める

気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative: JCI）

気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体、NGOなどの非国家アクターが参加
する国内ネットワーク

• 日本政府に対し、2035年GHGs削減
66%以上のNDC、2035年までの石炭火
力廃止や再エネ拡大などを含む第7次エ
ネルギー基本計画を要請。

• 東証プライム上場企業71社を含む幅広
い分野の企業、地方自治体、消費者団
体、宗教団体、大学・研究機関、
NGO/NPO、若者団体が賛同

出典：JCIウェブサイト

https://japanclimate.org/news-topics/jci-message-2035ndc-release/
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日本の非国家アクター

関連：ジャパン・パビリオン公式ウェブサイトURL：https://www.env.go.jp/earth/cop/cop29/pavilion/

気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative: JCI）

気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体、NGOなどの非国家アクター825団
体が参加する国内ネットワーク

11月21日(木) 14:00～15:15（日本時
間19:00～20:15 ）

詳細はJCIウェブサイトで近日公開予定

https://japanclimate.org/

© WWFジャパン

1.5℃目標への道筋：脱炭素に挑む日本
の非政府アクターたち

https://www.env.go.jp/earth/cop/cop29/pavilion/
https://japanclimate.org/
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アメリカの非国家アクターたちも

出典：America Is All Inウェブサイト: https://www.americaisallin.com/letter2024

America Is All In

気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体、NGOなどの非国家アクターが参加
するアメリカの国内ネットワーク

• 非国家アクターとしてのコミットメン
トとともに、次期政権に対するNDC強
化、インフレ抑制法などの政策の継続
などを要請。

• 次期政権がトランプ氏かハリス氏にな
るかによって文章を使い分けている。

https://www.americaisallin.com/letter2024
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オーストラリアの非国家アクターたちも

出典：Better Futures Australiaウェブサイト: https://www.betterfutures.org.au/open_letter_bowen

Better Futures Australia

気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体、NGOなどの非国家アクターが参加
するオーストラリアの国内ネットワーク

• オーストラリアのクリス・ボーエン気
候変動・エネルギー大臣に対し、公開
書簡への署名を呼びかけ。

• 温室効果ガス排出量を2030年までに
75%（2005年比）、2035年までにネッ
トゼロにするNDCを要請

https://www.betterfutures.org.au/open_letter_bowen
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まとめ

1.5度目標に整合するNDCとそれを実現
する政策を求める非国家アクターの声
の高まり

• 企業、地方政府などの非国家アクターによる
アドボカシーはもはや特別ではない

• その内容も、NDC強化、脱化石燃料、再エ
ネ拡大、生物多様性保全、投資促進など野心
的で包括的に

• 政府がこれらの声にどう応えるのかに注目

国連主導によるインテグリティある非
国家アクターのネットゼロ宣言の追求

• 提言から、情報の集約・公開、法制度への
落とし込みが段階的に進行

• ネットゼロ政策に関するタスクフォースが
発表する報告書が、次にどのようなステッ
プに繋がるかに注目
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